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 交付場所、担当窓口 〒8608527 熊本
県熊本市西区春日２10１熊本地方合同
庁舎 九州農政局農村振興部設計課基礎調
査係 千馬 吉裕 電話0962119111
内線4749 ＦＡＸ0962119821

 その他 交付は無料である。
４ 参加表明書の提出方法、提出先及び提出期限
 提出方法
 電子入札方式の場合 本業務に係る参加
表明書の提出を希望する者は、業務説明書
に示す参加表明書一式を電子入札方式によ
り提出期間内に送付すること。提出様式に
ついてはＰＤＦファイル形式によるものと
し、ファイルの合計容量が３ＭＢを超えな
いものとする。なお、添付資料等により合
計容量を超過する場合は、業務説明書に示
す様式１のみを電子入札方式により提出
し、その他の資料については紙により下記
４のの提出先に持参、郵送（書留郵便に
限る）、民間事業者による信書の送達に関
する法律（平成14年法律第99号）第２条第
９項に規定する特定信書便事業者による同
条第２項に規定する信書便（以下「特定信
書便」という。）のいずれかの方法で提出す
ること。電送又は電子メールによるものは
受け付けない。
 紙入札方式の場合 本業務に係る参加表
明書の提出を希望する者は、業務説明書に
示す参加表明書の様式により提出期限内に
下記の４のの提出先に持参、郵送（書留
郵便に限る。）、特定信書便のいずれかの方
法で提出すること。電送又は電子メールに
よるものは、受け付けない。

 提出先 上記３ののと同じ。
 提出期間 平成31年２月25日から平成31年
３月22日まで（行政機関の休日期間を除く。）
の午前９時から午後４時30分まで。
 選定結果の通知方法・時期 参加表明書の
選定・非選定結果については、平成31年４月
２日を予定している。
 所定の交付期間、場所及び方法により業務
説明書の交付を受けた事実が確認されない場
合は、提出された参加表明書を無効とし、非
選定とする。

５ 技術提案書の提出方法、提出先及び提出期限
 提出方法
 電子入札方式の場合 本業務に係る技術
提案書の提出を希望する者は、業務説明書
に示す技術提案書一式を電子入札方式によ
り提出期間内に送付するものとする。提出
様式についてはＰＤＦファイル形式による
ものとし、ファイルの合計容量が10ＭＢを
超えないものとする。なお、添付資料等に
より合計容量を超過する場合は、業務説明
書に示す様式１のみを電子入札方式により
提出し、その他の資料については紙により
下記５のの提出先に持参、郵送（書留郵
便に限る。）、特定信書便のいずれかの方法
で提出するものとする。電送又は電子メー
ルによるものは受け付けない。
 紙入札方式の場合 本業務に係る技術提
案書の提出を希望する者は、業務説明書に
示す技術提案書の様式により提出期限内に
下記５のの提出先に持参、郵送（書留郵
便に限る。）、特定信書便のいずれかの方法
で提出すること。電送又は電子メールによ
るものは、受け付けない。

 提出先 上記３ののと同じ。
 提出期間 平成31年４月２日から平成31年
４月22日まで（行政機関の休日期間を除く。）
の午前９時から午後４時30分まで。

６ 入札、開札の日時、場所及び提出方法
 入札の日時
 電子入札方式による入札 平成31年４月
18日から平成31年４月22日まで（行政機関
の休日期間を除く。）の午前９時から午後４
時30分まで。
 紙入札方式による入札 平成31年４月18
日から平成31年４月22日の午前９時から午
後４時30分までに業務費内訳書と併せて下
記契約係へ持参又は郵送（書留郵便に限
る。）すること。郵送による入札書の受領期
限は、平成31年４月22日午後４時30分まで
に必着のこと。また、入札書を提出する者
が代理人の場合は委任状を添えて提出する
こと。ＦＡＸによる入札は認めない。
 入札・契約に関する問合せ
〒8608527 熊本県熊本市西区春日２
10１熊本地方合同庁舎 九州農政局総務
部会計課契約係 用皆 直子 電話096
2119111 内線4080

 開札の日時 平成31年５月13日午前９時30
分 紙入札により入札書を提出した者は開札
に立ち会うものとする。
 開札の場所 〒8608527 熊本県熊本市西
区春日２10１熊本地方合同庁舎 九州農
政局入札室
 入札者が２者未満の場合の手続の中止 参
加表明書、技術提案書の提出又は入札（電子
入札方式の場合は、入札書の送信期限の日時、
若しくは紙入札方式の場合は、入札を行う日
時のどちらか遅い日時）のいずれかの手続期
限をもって、入札者が２者未満となることが
明らかとなった場合、以降の手続を中止する。
なお、その場合、公示内容等を検討して再度
入札公示を行うことがある。

７ 総合評価に関する事項
 落札者の決定方法 入札参加者は、価格及
び技術提案書をもって入札をし、次の各要件
に該当する者のうち、下記７の総合評価の
方法によって得られた数値（以下「評価値」
という。）の最も高い者を落札者とする。
 入札価格が予決令第79条の規定に基づい
て作成された予定価格の制限内であるこ
と。なお、入札価格は、設計図書に基づき
算出するものとする。ただし、落札者とな
るべき者の「入札価格」によっては、その
者により当該契約の内容に適合した履行が
なされないおそれがあると認められると
き、又はその者と契約を締結することが公
正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが
あって、著しく不適当と認められるときは、
入札価格が予定価格の制限の範囲内である
者かつ適切な「入札価格」と考えられる入
札をした者のうちから、「評価値」の最も高
い者とすることがある。
 落札者となるべき者の入札価格が予決令
第85条に基づく調査基準価格を下回る場合
は、予決令第86条の調査を行うものとする。
 入札に係る技術点が、公示（これらに係
る業務説明書を含む。以下同じ。）において
明らかにした技術点の要求要件のうち必須
とされた項目の最低限の要求を全て満たし
ていること。

 上記において、評価値の最も高い者が２
者以上あるときは、該当者にくじを引かせ
て落札者を決める。

 総合評価の方法
 評価値の算出方法 総合評価は、下記
の当該入札者の入札価格から求められる価
格点と下記により得られた技術点との合
計による評価値をもって行う。
評価値＝価格点＋技術点
 価格点の算出方法 価格点の算出方法は
以下のとおりとする。なお、価格点の配分
点は40点とする。
価格点＝価格点の配分点×（１－入札価
格／予定価格）
 技術点の算出方法 技術資料の内容に応
じ、下記ア、イ、ウの評価項目毎に評価を
行い技術点を与える。なお、技術点の最高
点数は40点とする。
ア 予定管理技術者の技術力（資格要件・
業務執行技術力等）
イ 業務への取組方針（実施方針に対する
技術提案等）
ウ 技術提案の履行確実性 技術点の算出
方法は以下のとおりとする。
技術点＝（アに係る評価点）＋｛（イに係
る評価点）×（ウの評価に基づく履行確
実性度）｝

 履行確実性に関するヒアリング 本業務
は履行確実性の審査に係る技術提案書のヒ
アリングを実施するとともに、ヒアリング
に際して追加資料の提出を求めることがあ
る。

８ その他
 詳細は業務説明書による。
 手続における交渉の有無 無。
 入札保証金 免除。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日本
銀行熊本支店）。ただし、利付国債の提供（保
管有価証券の取扱店 日本銀行熊本支店）又
は金融機関若しくは保証事業会社の保証（取
扱官庁 九州農政局）をもって契約保証金の
納付に代えることができる。また、公共工事
履行保証証券による保証を付し、若しくは、
履行保証保険契約の締結を行った場合又は業
務完了保証人を付した場合は、契約保証金を
免除する。
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